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戦後日本の鉄鋼業(五)

森堤児

目次

序問題の提起

第一主主 戦後日木鉄鋼業の発展を支えた諸条件

第一節発渓の技術的契機

第二節発展の金融的裏づけ

第五節発展を支えた市場の構造〔以上16巻4号〉

戦後日本鉄鋼業における資本と労働の関係

戦後日本鉄鋼業における矛盾の激化

むすび(以上本号)

戦後鉄鋼業における資本と労鶴の関係

(1) われわれが，戦後臼本資本主義の分析を試みる場合，欠かすことの出

来ない一つの柱は，そこにおける資本労働関係の全く新たな展開の問題で

あるO

戦後鉄鋼業の分析においても，この面の解明は，その全展開過程を知る上

iこ一つの中心とならざるを得ず，敢えてL、えば，従来の鉄鋼業分析は，これ

を避けて遇ったがために，充全の分析を果し得なかったとさえ考えられるの

であるO

なんとなれば，戦後日本の鉄鋼業の展開過程においても，新たな資本労働

関係の展開それ自体が，時には，その発展の重要な要閣ともなっていたので、

あり，反面，鉄鋼業の発展が逆にこの資本労働関係に反映し，これがまた

その後の鉄鋼業を規定していることが，多くの面で，指摘出来うるからで

ある。
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もっとも，戦後欽鋼業における資本労働関係の分析は p 従来それ自体とし

てはある程度行われて来た。しかしその場合にあっても，分析は，主として

戦後日本資本主義全般における資本労働関係の分析の一環をなすものとし

て，いわば¥臼本資本主義における労働問題の一つの example としてとり

あげられて来たのがむしろ通部と言えるのであり，例jえば，欽鏑業なら鉄鋼

業の全展開過程の分析のなかに，そこにおける資本労働関係の分析を位量ず

け，全体としての斯業の展開との関連において，資本労働関係を分析した例

は，ほとんど皆無に近いとしても，過言ではないのではなかろうか。

もし，そのようなことが言えるとして一一否むしろそのようなことがきえ

ればこそ一一われわれが，ここでそうした空白に挑戦することは，極めて国

難な仕事とならざるをえず，この方面の蓄積に欠く筆者としては，いささか

冒険であることを卒直に自覚せざるをえない。

しかし，そのような危険を敢えて犯しても‘筆者としては，筆者なりに自

らの鉄鋼業分析のより以上の完全を期して，このような課題の追求のために

敢えて一章を付け加えざるをえなかった。諸氏の手厳しい批判を仰げればー

まことに幸甚である O

(2) さきに，われわれが指摘した， ミi戦後日本資本主義における資本労働

関係の全く新たな展開ミということは，鉄鋼業についても，例外ではあり

えない。

すなわち，そこでは，戦前よりはるかに組織力と担常性に富んだ労働運動

が展開されたのでありラ戦後の鉄鋼資本は，まさにこのような労働側からの

抵抗を常に条件としながら，資本としての運動をなし，立つ叉資本蓄積を行

わざるを得なかったのである。

もっとも，鉄鋼業での，労働からする資本の搾取に対する抵抗行為は，厳

密には鉄鋼業の発生とともにあるのであり，このような抵抗行為そのもの

が，鉄鋼業における資本労働関係の確立以後数十年を経た戦後になって突如

として発生したと考えることは明らかに正しくなし、。 しかし，例えば，戦前

における鉄鋼争議の主要な諸例から判断する眼り，これらの抵抗行為は，い
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わぱ異常に激しし¥搾取強化の極点におL、て，ょうやく最低限の生活と人権

合賭けて行われたものが多く (2おそれとても，争議後にみられる強烈

的弾圧によって追いちらされた結果，抵抗の組機が固定化し、担常化するこ

とはまずなく，仮にL、くらか恒常的な組織が存在した場合も，それらは組織

化の対象となるべき労働者の一部を組織したにとどまったり，あるL、はこれ

に対抗する分裂組織の存在によって，活動力を著しく減殺されたりするニと

がL、わば普通の状況であったといえるのである O C26} 

従って，戦前に{認する限り，労働側の資本への抵抗関係はち極めて」

部分的なもので、あり， の運動が， これらの抵抗を常iに条件としてな

されざるをえないという戦後の状況とは全く性格を異にしたものであったこ

とが疑えない苓実なのであるO

ところで，戦後の鉄鋼資本が戦前の;場令と異って，恒情的な労働側!の抵抗

のなかで，その運動を展開せざるをえないというこの事情は，当然鉄鋼資本

自体の新たな反応形態窓生み出さざるをえなかった。

すなわち，戦後の鉄鋼資本においては，かつて，それが{函館実現の場を軍

需に求め，昔話j余価値ーの基盤を搾取強化に専ら求めたようなことはも

には出来ず，技術革新による商品性の強化，国際競争力の強化とそれによる

利潤ょうごの方向を一層強化せざるをえなくなったのであるO

もっとも，こうした鉄鋼資本の方向が，もっぱら対労働関係の変化によっ

てのみ，もたらされたと見たり，このような方向が出たからと言って搾取強

化の方向が全く追求されなくなったとみることは，明らかに誤っていよう。

なんとなれば，さきにわれわれが第一章第一節で、ふれた如く，鉄鋼資本のこ

のような方向とそれによる戦後鉄鋼業の発展は，すでに植民地の爽失などに

よる原料条件の悪化，軍需の壊めつによる市場条件の激化を契機にして生れ

ていたのであり，搾取強化の方向にしても，後にみるように新たな資本労働

関係を条件として全く新たな装いのもとに追究されていることが明白に指摘

されうるからである O

ただ，所謂， と新たな資本労働関係の展開ミなり，担常的な労働運動の存
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ということが，戦後欽鏑資本の新たな行き方を規定した一つの条件ーだった

のであり，その意味で，第一主主に列挙した戦後鉄鋼業の発展の諸条件にこの

モメントが一つ付け加えられねばならないということこそが?

認されれば足りるということになるのである。

(25) 戦前の鉄鋼業における労l働争議として，最もよく知られているのは，おそら

く1919年(大正8年〉の民営釜石製鉄所ストライキ，及び1920年(大正9年〉の

官営八幡製鉄所争議であろう。ところが，これら二つの争議においてこそ，本文

で示したような戦前の労働運動の特長が，最も典型的に認められるのである。

釜石製鉄所では， 1919年〔大正8年う大日本鉱山労働河盟会ぎを石支部が設置さ

れるとともに，従来からのいちぢるしい人権じゅうりん(この点については，例

えば，釜石製鉄所労働運動史(1961年引IJ)は， r所一長はもちろん役員などは，
職工労働者をE主であるいは下男下女のように心得ていた。たとえば，魚釣りのお
供などはまだ良いとして，木部り， 7-Kくみ，寅物など家庭の私事私用にまで平気

で命令的に使役する。したがって名前も呼び捨てiこすることを当然としていた。

選挙には顔も知らず開いたこともない候補者を命令で投棄を強要する。 Jと書い

ている〉のなかでギリギリの点まで悪化していた労働条件の改養をめぐって，

速に労働者の要求が結集され，人権尊重，賃金支払日の密定，衛生設備改善，長

震改善，工場内危険防止設備改善の如き，近代的労使関係成立の最低限の条件獲

得と， 3交代制実施，賃金15割増など18項目の要求をかかげて争議に入った。

このような争議は，もとより労働側にとっても未経験のことであったが，資本

領~にとってもその点は同様であり，事態にむしろ狼ばいしたあまり， 18~資自にt'15

項目は複ちに承認，のこる 3項目 (8時間3交代制，賃上げ，米代値下げ)につ

いて争議が継続された。しかし，争議は，憲兵隊の出動や労働者側の行動のー設

的暴発化などによって混乱，ょうやく一ヶ月の後に， 3交代制や，交代賃金の2

割婚などが認められて争議が終結した。

争議は，確かに要求項目については，労働者側のほぼ完全な勝利に終ったし

汀:場では社員の労働者に対する態度も急に変ってていねいになり，たとえば，従

来労働者をi乎び捨てにしていたが何茶殺とか誰れ君と対等詞に変わるなど，労働

者としてはくすぐったL、が痛快に感じたJ(前記釜石労働}運動史54頁より〕り，

「飛緩約な待遇の改善が実現されたから，家族とともに心から歓喜したJ (向と

より〉りする状況も現出した。しかし，大争議に驚がくした，権力側!のその後の

弾圧はものすごく，組合長荒木田忠太郎以下25名が懲役牙1]，その他罰金邪jなど多

数とL、う有様で，しかも，その後，所謂「救援混動も犯罪者オ助の嫌いありとして

官覧表の追求をうけ，さしもの大争議にもかかわらず，組合自体は翌年2月に解散

の余儀なきに至ったので、ある。
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〈以上前記釜石労働運動史より〉
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以上の釜お争議に似た状況は1920年〔大工E9年)の八格差是鉄所の争議にも見ら

れる。すなわち， l'熔鉱炉の火は消えたりJと普通に伝えられているほど，この

や議は当時としては闘期的なものであり，この星電争を適して事実労働者側は，三

交替制と労働時間の一時間短縮，及び賃金の月 7円士殺を獲得するなどの成楽をえ

ながら，その後に関係者141名の解雇があり，争議の中心となった八幡労友会(

1819年，友愛会八幡支部により設立〉は翌年3月，.'f'-くも解散のやむなきに至っ

たので、ある。

いわば「全体の労働者の要求を着実に組織化していくことはきわめて悶難であ

って急進的な左翼iめ組合の昂揚と，その破壊的主主返とがはげしく入れかわったJ

(前記釜石労働運動史72頁〉というのが，鉄鏑の労働争議についてもごく普通

であったと云い得るのである。

(26) 1917年(大正6年〉友愛会八幡支部が鈴木文治の指導下に結成されて以来，

八幡製鉄所では，戦前において，おそらく最も恒常的な労働組合組織が存在して

いた。しかしこの場合にあっても，その労働組合綴織は少くとも以下の三つの

弱点を常にはらむものであった。

第ーに，相異る労働組合組織が常に存在し分裂が常態で，統ーは一時的な例

外でしかなった。

すなわち，友愛会系労友会の設立後間もなく， 1920年には，これに対立する八

幡製鉄所職工悶志会が発生， 1921年の労友会解散とともに，このi可志会が八幡製

鉄所労働組合の主流綴織となったが， 1922年に左手くもこれに対抗する共同研究会

が組織され， 1933年に官民合間反対をめぐる両者の共関が軸になって統一が実現

〈日本製鉄従業員総合〕するまで河者の対立がつづ、ししかも1933年には，せっ

かくの統一の実現が右翼系の日本産業労働協進組合の新発足によって早くもやぶ

られ， 1935年に日鉄日協の合間後わずか3年の期間だけ，八幡には単一の労働組

合が存在したが，これとても1938年総合解数，八幡産業報国会結成によって，つ

いえ去ってしまったのである。

第二iこ，労働組合の組織が従業員の過半数を超えることは，八幡においてさえ

も，遂に戦前段階では実現されなかったことである。 1936年には，組合資納入人

員が8200名に達しおそらくこの頃が組合組織が最大規模であったと忍われる

が，この時期とても，戦後1947年に八幡製鉄所だけで総合員数25087名を数えた

のに対しその%に満たず，組織率もなお50%，こ満たなかったとされているのであ

る。(八幡製鉄労働運動史上， 49]'0 

第三に，労特大半の労働者の意識が.なお狼強い労使協調思想、から抜け出ぜえ

なかったことである。このj誌について，例えば前記八幡製鉄労働運動史が，当時

の「従業員の考え」として「会社に対してもあくまで労資は協調していくもので
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あって，対立するものであるという考えは，とうてい持つことが出来なかった。

従って要求はみな，単に請願であり，交渉は懇談であったJ (前記八機製鉄労働

運動史上， 20~2UO と指摘しているほどである。

(3) 戦後鉄鋼業における資本労働関係が，戦前よりはるかに倍常性と組機

力に富んだ労働運動のなかで存在していたことは変らぬ事実であったとして

も，それらの現われ方と程度は，戦後20余年の期間，かなりの出朽と変動

を，既に幾段かにわたって経て米ている。

そこで，以下われわれは，これら戦後欽鋼業における 係の変遷

を，主として労働運動の局罰展開に却して，概括的にみてねくことにしよ

うO

(イ) 第一に，欽鏑業における戦後最初の労働運動が展開された時持!と Lて

1950年頃までの状況を要約してみよう O

まず¥周知の通りこの時期には，終戦後急速に組織化された (27)鉄鋼労組

の全密的結集体としての全鉄労〔全日本鉄鋼産業労綴一産別系， 1946年4月

結成)(釦を中心として各種の争議が展開されたこと，及び闘争形態として

は，所謂， ミ生産管連関争ミ ミもしくは生産痩輿闘争ミのような，内外の労

働運動史J::でもやや特異な争議形態が数多くみられたこと

うO

既にふれた通り，終戦直後は，市場の破壊と原料条件の

生産は，破局的な低迷を余ぎなくされていた時期であり，

摘され得よ

よ:)，鉄鋼

自ら

の生活をまもって闘うためには，単に分配のにめの闘争をするばかりでな

く，生産復興そのものにも，積極的に参加せざるをえない容観条件が存在し

ていた。そればかりか，この時期の鉄鋼業の生産停滞は他産業の場合よりも

一層深刻であったのであり，それだけにここでの生管闘争ば，

よりも一層激烈なものとならざるをえなかった。

かくて，この時期，鋼管鶴見製鉄所の生管闘争 (1946， 1 月 10El~26U)

大和製鋼の生管関争 (1947，7月)JflII奇震工業製鉄所の生管2闘争， (29)(1947， 

10月 ~1948 ， 6月〉等，労働運動全体のなかでも注目をあびるような
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理闘争が鉄鋼業においても，見られることとなったので、ある。

もとより，生管劉争には， 1戦後初期の労働者大衆の意識のなかには，戦

前に培かわれたストライキにたし、する罪悪感や，愛社精神につながる

義的傾向が，まだ相当根強く残っていたので働きながら要求を実現してゆく

生産管理の闘争は，ストライキ戦術よりもなにか穏健で建設的な闘争形態で

あるかのような印象を一般に与えたJ (戦後労動運動史 1，68頁〕といわれ

るような一関があり，事実その後欽鋼生産が，独占資本主義的に再編成され

た限りにおいて，資本の再出発を客観的に手助けしたとも云えるのであり，

この闘争が鉄鋼業の生産関係に基本的にふれるような革命的な意義をもつも

のだと評価することは不可能であるO

さりとて，ここで労働者が「闘争を通じてみずから生産のにない手として

の力量と使命をもっていることをしだいに自覚しはじめたJ (向上70貰)こ

との意義は大きく，このような労働運動の力の自信に裏づけられたれぽこ

そ，この時期に起った他の闘争についても，鉄鋼労働者は，未熟であるが，

活力にあふれた闘争を組むことが出来たのである O

すなわち，剖えば1946年8月にはさ当時問題となった労調法制定に反対し

て〈船「全鉄労関東支部32組合を先頭に，間労組の北海道，東海，中国，北

信支部がわが国最初の政治ストをおこなったJ (戦後労働運動史 1，32頁〕

というような事態も発生している O これは，後にみるような，安保留争期の

鉄鋼労連の「政治嫌いJとは，一見対照的でさえあり，当時の鉄鋼労働者の

積極性をよく現わしているものといえよう O

更にまた， 1947年には，戦前来の友愛会の伝統をもち，右派幹部の影響力

の大きかったといわれる日鉄連合会においてさえも，所謂2・1ストの一環
として 2・7ストが提起きれ(このストライキは，客観的には 2・1スト
の一環であったにも拘らず，連合会は， 12・1ゼネストには同調するも

のではなし、。われわれの闘争であるJ (八幡製鉄労働運動史，上， 579貰)

として，日鉄独自のものであることを強調しようとした。)C 1 Cの介入に

よって中止〈釦されたはいえ，現場の労働者のもり上りが大きく，その筏F1
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鉄労組が， f也の欽鋼労組とともにまがりなりにも恒官的に資本と対決してゆ

くようになった基礎がつくられることになったのである。

もっとも，この当時の鉄鋼労働運動は，以上のような積極的な側面をもち

ながら，なお多くの欠陥もはらんでいた。

iJiuえば，労調法反対などについては産業怒りの統一ストのようなものがなさ

れながら，肝じんの賃金問題については産業別統 A の闘争が組まれたことは

この時期にはなく，公表された資料で、見る限り，そのような方向の追究さえ

もがぜまとんどなされなかったのである O

更には，当時鉄鋼経営にまで深く立ち入っていたアメリカ占領軍に対する

労働組合側の問題意識は極めて弱く，このこともあって，欽鋼業の

的復活の兵体的なプ戸セスについて労働者側が適確な判断をもっていたとい

うにぽ程遠い状況がみられたc

加うるに，一方での積極性が必ずしも労働組合全体のものとはならず¥他

方では，扶桑金属，神戸製鋼，鋼管川崎製鉄のような大労組が，全欽労とは

全く別個に同盟系全国金麗を組織したり，全鉄労さん下にあっても争議中に

分裂したりする状況が随所にみられ， ()III崎重工製鉄所〕鉄鋼労働者全体の

力が真に組織的効果的に発揮されることもなかったのであるO

従って，この時期の欽鋼労働運動は，やはり早ばん，方向転換されざるを

えない必然性をはらんでいたといえ，結局，鉄鋼生産が完全に復興の軌道に

乗った1950年を界に，鉄鋼労働運動も転換して行くことになるのであるO

(め かくて，鉄錦労動運動は，朝鮮動乱の勃発した， 1950年を境に，戦後

の第二期とも云える時期に入るが、ここでこの第二期の出発として特に指摘

されるべきなのは， 1950年レットパージと司それを契機とする全鉄労一全金

属(1948年10月以来この組織になる)系組織の決定的な後退，及び1950年の

日鉄争議を契機にはじまり， 1951年に結成をみた鉄鋼労連の組織化のうごき

あろう C

前者につL、ては， 19らO年10月に欽鋼連盟労働専門委員会内に，このための

特別小委員会が設置され，ここで鉄鋼業従業員総数の0.62%にあたる 920名
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(共産党員及びその向調者〕が発表されたことからことは始る。

も叶とも，鉄鋼業における企業整備と人員整理自体は，これに先立つ時期

に， ~jのミド、ソジ不況之を背景として行われていたのであるが，これらは主

として，大手以外で起った(大関製鋼1948年，日本製鋼広島1949年〉もので

あり，ーは叉，組合運動そのものに対する経営{~，~の計画的な対決であったわけ

でもないc

従って， 1950年になってレットバージは，戦後急速にもり上った労髄運動

に対する経営側のまさに，始めて行った大々的な反攻以外の何のものでもな

く，鉄鋼の労働者としては，命運をかけてもこれが阻ーとのために闘っても何

ら不思議でないと云えるものであったはずであるO

しかるに，どうしたことか，労働者のこれに対する反げきは，ほとんど目

立った形では行われず， I以上の特別j整理は鉄鋼業に限らず各産業とも，

初の予想、に反し，何らの波乱もなく平穏裡に終了しJ (戦後鉄鋼史 932頁)

てしまったのであるcα幻

これについては，労働運動史研究家によってすでにさまざまの評価がなさ

れているところて、あり，筆者がここで更めてよりよい評価合つけ加えること

も出来ない。従って筆者としては，恐らくは，先に示したような，戦後第一

期における鉄鋼労働運動の弱点が，労働者自身の運動指導に対する何がしか

の不信を生み，これがための結果であったであろうことを，一応推測するに

止めたし、。

L 、ずれにしても，レッドパージが，ほぼ資本側の計画通りに行われた結

果，それまで鉄鋼労働運動の母体である，全鉄労ー全金麗の組織は壊滅的な

うけざるをえなかった。そして，終局的には，新たに結成された鉄鋼

労連に全金属系の組合もほとんど吸収されることになった。

すなわち， 19日年3月には，新たに日本鉄鋼産業労働組合連合会(鉄鋼労

連〉が15社〔うち大手6社をすべて含む)， 36組合， 10万名を結集して，鉄

錦労組の全国組織として出発し，まもなくこの年の末までに，全金属系の，

FJ:il立製鋼，尼崎製鍬，尼崎製鋼，大向製鋼の労組もこれに加盟することにな
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ったのである。もっとも，仮にレッドパージを契機として!日組織がかいめつ

的な打撃をうけたとはいえ，このように大規模な全国組織が突如として生れ

出たものでは決してなL、。

少くとも，先に指摘した如く，これに先立つものとして， 1950年 2月の日

鉄における賃下げ反対争議が，欽鋼労連合生み出すに至った実践上の母体と

して考えられる必要があるのである O

すなわち， 1949年のドッジラインによって，所謂， ミ価格差補給金ミが大

巾に削減され会社側はこれを理由として業績手当改訂を中心とする賃下げ案

を発表した。日鉄連合会では，直ちにこれに対する反対関争を展開したが，

とりわけ1950年(昭和25年〉初頃よりスト態勢をかため遂にz月2日八幡の
一部無期眠ストを皮切りにストは輪西，本社にも拡大，日鉄としては戦後最

大規模の闘争が渓関されることになった。

このときの日鉄の争議は，のちに， 了この日鉄労働者の罰争は，労働者階

級に大きな影響をあたえ，この年の闘争のさきがけとなった。この日鉄

のちのスケジュール闘争とはちがって労働者大衆の発意によって (33)自

主的にたたかわれたことに意、義があるJ) (戦後労働運動史 3の上回頁〉

との評価を受けているほどに， 画期的なものであったのであり，されぽこ

そ，他労組からの共闘支援もかつてないほどまでに強化されたのである。例

えば，このときに，全金属，全国金属の両者にまたがる，日鉄，鋼管，神戸

新扶桑， JlI重;の大手5社 (50年4月のB鉄分割後6社〉による五社共問委が

日鉄支援を軸として結成されたり，関西地区金金属鉄鋼労組が向調スト

うなどの状況が生れているのであるO しかも，ここで結成された五社共闘委

を場としてこそ，始めて鉄鋼労連の如き全醤的産業別組織の結成が(一方に

おけるレッドパージとそれによる旧組織の後退に変って〕推進され得たので

あり，鉄鋼労連の誕生を語る場合には，このような費金調争における現実の

共闘の経過が，生みの母体としてもっていた意義を絶対に欠かすことが出来

ないのである。

(27) 鉄鋼労級の結成は， 1945年12月の労働組合法制定に先立つてはじめられ.
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1946年中には急速に進行した。

(28) 全鉄労結成時，参加組合60，組合員数35000名， 1946年6月には，同盟系に

も加わっていた日鉄労働組合連合会も加盟した。

(29) この闘争のなかで，J11妥結合は分裂し葺合労組が労職協議会から-g脱退

した。後に}I!欽は，鉄鋼労速に加わらないが，この宴会分会のみが，鉄鋼労速に

加盟しており，その関係が興味深い。

(30) 当時の全鉄労は，争議に対する権力介入に道をあげる労調法に反対，労働基

本法の秘定こそ急務であるとした。

しかしこの途中で足並がくずれ，労基法の次期間会提出とL、う宮司会決議を条

件に労調法は溜会を通過した。

(31) C 1 CはIl，{f自のストは総合員の:意思でなく，外部からのカによるものと

思うJとした。

(32) 八幡で、は，ーたん反対闘争の決意志fぶしながら， r討議のなかで，霊点がほ
げJ，結局レヅトパージ反対をやらなかった。

(33) 2月2臼のストに関して， 1連合会中間は，六日朝までにストを一時中止す

るよう，姿読したが，現地の労働者の決意は濁く，ストは続行されたJ (戦後労

働運動史 3の上〕とも審かれてLる。

付 さて，いずれにしても，鉄鋼労働運動は，以との如き組織的交替を契

機として大きく転換し，運動は所謂第二期に入った (34)

そして新組織は，まず何よりも，従来充分果されていなかった産業別統一

の賃金闘争を追求することになった。

しかし，労働市場の強し、相互閉鎖性という，日本資本主義国有の伝統にま

もられて育って来た，鉄鋼労働者の企業別意、識はなお強く，統一闘争が毎年

追求されながらも，現実には容易にこれがはたされず， 1955年秋闘第 3波に

おいて，始めて文字通りの統一ストライキが実現するまで，なお数年，グノレ

ーブ)J1j闘争の積み重ねという形での準嬬期間が必要とされたのである。

すなわち， 1951年~1954年までの毎年の賃金闘争は，あるいは一旦統一関

として出発しながら実施段階でこれがくずれたり， (1951，各社ともスト

回避， 1952， 1953，八幡のみ突入，後に神鋼，富士がそれぞれ別個にスト)

あるL、は一応一斉ストが成功しながらも(1953，第 1波， 1954年第一波〉

な脱落があったり〔前者では八幡税落，後者では八|鴎神鋼脱落〉して，
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大手だけについても，文字通りの統一関争は，結局実現せず，賃上げについ

ても経営倶Jjのヘゲモニーをつきくずすところまで行かなかったのであるO

(とりわけ1952年， 1954年はゼロ回答をつきくずせなかった。〉

この点， 1955年(昭和30年)1956年(昭和31年〉の賃上げ爵争において

は，大手五社にL、くつかの中小労組をつけ加えた統一闘争がともかく成功

し，この力を背景に若干の追加問答 (1955年は遡及支払などについて， 1956 

年は退職金一時金について〉の引き出しにも成功しており，おそらく，鉄鍋

労連の15年史において最も充実した時期であったということが出来ょう。し

かもこの時期には，鴎答の出た一社(富士欽〉についてのみ全体の混乱を招

かない形で，途中でスト中止を指令したり(1955年，第2波〉態勢確立のた

めに予定した一斉ストを中止 (1955年，第4波)して次に備えたりするなど

戦術指導の部でも柔軟さをもっており，労連自ら「産業別統一闘争に習熟

し，長期ストの経験をえたJ (1956年大会より)と自負するに足るまで到達

していたと云えるのであるO

ところが，このような意味での習熟が一方であったにも拘らず，この時期

の鉄鋼の賃金闘争にはなお労連として解決ざるべきいくつかの重要な課題も

あった。

第一に，賃金闘争戦術における技術的習熟が，結烏は，景気に敏感に茂応

し，これに便乗するような穣端に経済主義的な意味での習熟でしかなく，

気後退や不況においてこそ労働組合の力が関われねばならないのに，これに

ついては始めから避けて通る明自な傾向があったことである O (35〉後述する

ように，鉄鋼労連のもっていたこの弱点は，かの1957年の歴史的な挫折の重

要な要因にもなっていたと考えられ，ある意味で鉄鋼労連の限界を典型的に

現わすものと言えよう O

f今日の陣争では大衆闘争の中でも，まだまだ指導者の判断や指導

性に負うところは大きい(1956年大会決議〕と，されるほどに，組合員全体

の活きた結集という点でも弱点がないわけて、はなかった。

もっとも，この点については，例えばかの1954年の日木製鋼室蘭製鉄所の
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解麗反対争議， 1956年の東洋鋼板の給与体系改正 (36)反対争議など，大手以

外のむしろより条件のきびしいところでは，随所にすぐれた大衆的指導の実

例がみられるのであるが1.、かんながらこれらの経験が必ずしも労連全体の

闘争形態として引きつがれたとは判断出来なし、

この当時の鉄鋼労連の，とりわけ賃金闘争における弱点として，

所謂一時金についての資本との対決が，独自なものとして，意、識的に総まれ

なかったことである O

すなわち，少くとも1954年頃までは，一時金についての問題は，全く賃関

のなかに混然と組み込まれており，あるときは，問題の陰にかくれたり，あ

るときは逆に給与の問題が一時金問題にすりかえられたりした。

もとより，一時金は労働力価格たる賃金に含まれるべきものであり，そ

の意味ではたしかに賃闘に組み込まれるべきものである O しかし，現実には

一時金の支払は，定期給与とは別慣に行われるのであり，一時金闘争が定期

給与における闘争とは，独自にそれとして組まれない限り，賃金の全形態につ

いてたたかいが組まれたことにはならないのであり，定期給与の闘争ととも

に一時金闘争が賃闘のなかに真にJ綴みこまれたことにならないはずである。

この意味で，当時一時金闘争が賃闘に混然と組みこまれていたことは，結

局一時金か定期給与のどちらかの聞で闘争が行われないことを招来し，

には一時金闘争が(少くとも大手については〕伝統的に，ほとんどとり組まれ

ないという状況をこの後において作り出すことになったのである。 (37)

(34) 鉄鋼労連は1952年11月には総務に加盟した。但しこれに対し， JII鉄と八幡

は強く反対，八憾に対しては猛烈な笠伝活動が効を奏して，どうにか労連続返が

くいとめられ，労連の最初の組織的危機はくいとめられたが， JII鉄はこれを契機

に脱退今aまで未加盟となっている。
(35) 1955年若手の労連の大会決議はこの点を最も明快に環わしている O すなわち，

「現在のように景気が上昇期にあり，しかも前途の見透しがまだ確定的となって

いない持期こそ賃上げにとって最も有利なときであり，われわれはかような時期

をのがさぬため，全力をあげて主体的条件の;立遅れを克服し，一日も早く|競争を

展関することを期さなければならな¥"OJC 11955年賃金闘争に関する件J今後の
任務について，より，労働年鍛所収)
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「特殊鋼部門については，同部門の経済的条件の現状と今後の見透しからみ

て，今回は強L、て資金協争への参加をあぜらず¥普通鋼部門の賃金闘争の動向及

び同部門の経済動向を考提案しつつ思くより十分j料ifJをすすめ，賃金闘争の時期，

方法などの決定は7月に持ちこすこととするJ (向上，次期闘争方針の大綱につ

いて，より〉

もとより，賃金関争において景気が事実上大きな影響を及ぼすのであり，この

点、についての敏感な反応も労働運動としては避えられなし、。しかし問題は，挙

Iこ景A気に乗ることでなく，むしろ不況部門においてこそ，関葉監な条件に抗して，

賃金をまもるためのより日郎、行動のJ主体的指針が示されねばならないと言えるの

ではないだろうか。そして，そのことがなされてこそ始めて，資本のベースを労

働者がし、ささかで、も乗りこえることになるのではなかろうか。

(36) とりわけ白銀室蘭の繍争は，単に日銀の労働者だけでなく，主婦会，他産業

労働者を含んだ，所諮ミ家族ぐるみ，地域ぐるみ之の大衆溺争として著名であ

る。この点，例えば，同じ:年に怒った尼崎製鋼争議が，幹部中心で，大衆的給集

が弱く，結局，労資共倒れといわれる最悪の結果をf召し、たことと対照的と云えよ

う。

なお， 1965年の東洋鋼板の給与体系改定反対関争も大衆的結集においてすぐれ

ており，当持， i最近では珍しい大衆闘争的様相を示したJ (鉄鋼年鍛1957年版

〕と評された。逆に，このことからも，当時鉄鋼の争議で「大衆関守主的様相をき設

したJのが如何に少なかったが推祭され得ょう。

(37) 大手で一時金問題でのストが行われたのは， 1955年， 1958年住友金属でそれ

ぞれ一回， 1957年，鋼管，神戸で一回行われただけで，その後， 1965年まで全く

行われなかった。

判前項に見た通り， 1951年来の鉄鋼労連の運動には，なお労働運動とし

てさまざまの弱点がはらまれていたものではあったが，ともかくこのような

形で，新業の労働運動がt恒常化の軌道に乗ったことは，戦後鉄鋼業にとっ

て.極めて重要な意、義をもつものであった。すなわち，かつてレッドパージ

によ丹て，戦後第一回の大反撃を労働者組織に向けてなしたはずの鉄鋼資本

にとって，その後にこのようなかたちでの賃金闘争の恒常化としづ局面をむ

かえたことは， (しかも，弱点をもちながらも産業別統一賃金闘争という新

たな方向を伴いながら〕もはや組織的恒常的な労働者の抵抗自体が完全に鉄

の中に定着し，1主資本側としても，これを一つの与件とぜざるをえない

ことを意味したのて、ある。これは，いわば，所謂と全般的危機の第二段階ミ
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の欽鋪業内部におけるあらわれともいえ，必然的に資本のより新たな対応を

要求せざるをえなかった。

L 、L、かえれぽ，われわれが本意(2)にみたような，搾取強化のみによらない

鉄鋼資本の蓄積推進の方向が，こうした労働運動の局面を現実にむかえると

ともにいよいよ緊急の要請となった。

そして，奇しくも鉄鋼労連の結成と出発を向じくする，鉄鋼業の第一次合

理化の推進こそ，まさしく，このような意味での資本の新たな対応形態を

あらわすものとしての一面をもつものと，一応考えることが出来ょう。

もとより 1955年に至るまでの鉄鋼労連はさきにみた知くまだ完全なピーク

していなかったし，同時に資本の{測の合理化の推進もこの時期はまだ端

緒的なものでしかなかった。したがって，われわれがいう資本の新たな反応

はーこの時期になしくずしに展開されることによってはじまり，むしろ1955

年以降の第二次合理化期においてより典型的で本格的なものとなるというべ

きであろう。

とりわけ， 1955年からの第二次合理化は，このときにはじめられた，所謂

向上運動ミ (鉄鋼はもっとも積極的であり，盗外視察団のトップも鉄

鋼チームであった)によって知られる如く，単なる技術革新にとどまらず技

術革新をともなった，労務管理上乃奈イデオ p ギー上の資本攻勢とみられる

べき酉も多く，技術革新の推進自体がより飛醒的であったことも含めて，わ

れわれのいう意味での資本の新たな反誌をより直接に現わすものと考えられ

るからである。

すなわち，生産性向上運動の出発点となった， I生産性向上に関する日米

交換公文J(重光一アリソン1955年4月7日)によっても，その自的は， I技

術上の能率の増進及び健全な労働運動の奨励によって日本国における生産性

を向上させることJ (・ とされてL、るのであり，又これをうけての

日本生産性本部設立趣意書も， I戦後における内外諸情勢の激変に対処し，

わが経済の援実なる発展を躍るには，作jものにまして生産性の向上がその基

本的要請である」とうたっているのであり，労働運動の恒常的定着化，植民
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地諸国の独立といった「内外諸情勢の激変に対処しJて，資本にとっての「

健全な労働運動jの育成ということを一つの大きな目標にしていたことは疑

えないのである O 文，それだからこそ， r生産性向上運動の成否は，この運

動が組織的にも患、想的にもどの程度労働者時級をとらえるかにかかっている

J (労働年鑑，大原社研1957年販， 638頁〉と評価されえたのであるC もっと

も，生産性向上運動は，単に資本の新たな対労働攻勢であっただけではな

L 、。同時にそこには，純粋に技術的な意味での生産性向上も明自な毘的であ

ったことは打ち消し難いのである o (この点率直にいって，当時の労働側の

一部では生産性向上運動のこの側面をなかぽ意識的に軽視した。〉ただ，

なのは，この対労働攻勢としての側面と，技術的能率向上という側面が，こ

の時の資本1JlJjvこ存した必然性のなかでは不可分に結びつかざるをえなかった

点であろう O すなわち，かつてとは全く呉って，完全に生産点に定着イじした

労働運動をまえにして，どうにかこれを資本にとっての「健全な労働運動J

のわくのなかに入れていくには，やはり技術的能率の向上と，それによる一

層の競争力強化，売上増大が現実に不可欠に必要であった。 (38)更には、現実

の技術的向 kとL、う実績を使って，労働者側を思想的にくずしてゆく必要も

あったと思われるからであるo (こうであればこそ，技術向との側面

する労働者側の反応もあらわれたわけだが，労働者側にとってこうし

全体の特長が見られるべきであったのであり，技術向上の側面を

してミ軽視するだけでは，労働者側にとっても解決とはなりえず¥かえって

資本の思想攻勢を有利にしたとも云えるのである。〕

(38) 昭和30年以降の生産性向上運動とともに，鉄鋼業て、推進されることになっ

た，ライン・アンド・スタッフの経営管理組織は，このような技術向上と，対労

働政策のより窓接的な関連をあらわしていると言える。

すなわち， r労務統際に関してはかなり大巾な権限が作業長に与えられ・.....処
方，それ以外の機能，たとえば，生産管恋，技術管理などの権限は，ライン・ア

ンド・スタヅフの組織の導入に対応して，スタヅブの権限として，スタップ部門

に吸い上げられてしまっている。

L 、L、かえるならば，一方においては，かなり大巾な権限を作業長に移譲し， fi色方
で、は作業長からスタヅフ部門へ権限を吸いあげることによって，作業長をして文
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字通り，独占資本の職場における労務統綜の尖兵たらしめようとしているのであ

るJ (明治大学社会科学研究所， 三室生鱗業の合理化と労働ミ日桃書房， 1961年，

163頁)とされているのである。

こうした，管理組織の実行のためには，なによりもとスタヅブミ部門の汲い上

げが必要なのであり，これこそ一貫化の強化という技術的条件によってはじめて

可能とされるのは努らかであろう。

約 むろん，まえにもみたとおり，生産性向上運動のこのような舟容が，

資本の搾取欲求自体をいささかも軽減するものではないことは再麗確認され

ていなければならなL、。要は，搾取強化一本槍では，もはや激変した内外の

諸情勢に対処できなくなったということであり，搾取強化はそれとして追求

され得るだけでなく，たとえば技術的向上への投資が現実に菌難となる時期

にはこの側面が再び， r資本の全てJとして登場しうるといわねばならなし、。

たとえば，鉄鋼業における生産性向上運動がはじめられ，またこのなかで

の現実の合理化投資が急速に推進されてまもない1957年の不況期には，現実

に合理化投資がストップせざるをえなかったのであり， r資本のすべてJが

まさにこのようなものとなった典型的な年なのである O そしてかかる状況の

なかでもたれた鉄鋼労連の産業別統一の賃闘が，戦後の最大規模で行われた

にも拘らず，ほとんどみるべき成果をあげえなかっのである O

すなわち，この年，鉄鋼労連は，大手3000丹の賃上げ要求をかかげて臨時

大会でスト権を磯立，一部労組をのぞいて批准にも成功して後 (39) 10月8

日より突にllr，皮に及ぶ統一ストを実施した。しかも，住友金農が第 6波と

10波以降を中止したこと及び第9波中，鋼管JII崎の転炉ぷ一部稼動した(4のこ

との他，ほとんど完全な統一ストライキであり，その期間や規模におし、ても

鉄鋼労連の今日までのどの闘争よりも大きかっことは，まちがし、なかった。

しかし，これだけの規模の闘争が行われたにもかかわらず，還に資本側の

ゼロ回答はやぶられず，わずかに例年を上まわる一時金を得てあえなく労連

側は闘争を終結させることとなったことは特に注目されねばならない。

たしかに，この年は，関際収支の赤字から来る金融引締めもあり，その意

味で，さきにふれた如く，鉄鋼資本の対労働攻勢も， r技術革新の過程で労

働者を資本の好むわくにとじこめるj という，資本の新しい路線に必ずし
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も，誼接に泊ったものではなかった。 lかし，このような新しい路線が，す

でに資本側!の戦略として確立していたからこそ，その後の合理化に構える為

にも，この年の資本側の構えが，極めて非妥協的なものとなったと，むしろ

考えるべきとも云えるのである。

だが，いずれにせよ，労働側にあった諸弱点、は，不況と資本側の高姿勢と

L づ事態の前で，この年にこそ最もあからさまに顕現することとなった。鉄

鋼労連の景気便乗主義は，この年の闘争の準備初段階では賃上げに対する楽

観主義を生み， I要求準備の途中から経済情勢が大きく変って来たJ (鉄鋼

年鑑32年版〕ことによって，必然的に敗北主義を生み出すこととなった。

また，質問の大衆闘争としての弱点のため「拡中闘の指導は棒をのんだよ

うな一本調子(間りとなり「胸に訴えるものJ(向と〕を欠き，闘争の規

模の形式的大きさにも拘らず，その実質的な力を著しく弱めることとなった。

第14表鉄鋼就業者給与調

金業態、年賂王子均月額 単位円

(定期給与ω(務時給与倒 IA/B (%) I A 十 お
1949 (昭24) 10，686 438 4.1 11， 124 

1950 (か25) 12.367 552 4.5 12，919 

1951 (か26) 15，307 2，507 16.4 17，814 

1952 (グ27) 17，484 2，541 14.5 20，025 

1953 (か28) 19，842 2，535 12.8 22，377 

1954 (グ29) 20，688 2，562 12.4 23，850 

1955 ( 1130) 22，920 3，780 16.5 26，700 

1956 (グ31) 25，366 5，354 21.1 30，720 

1957 (グ32) 26，992 6，909 25.6 33，901 

1958 (1133) 27，906 6，462 23.2 34，368 

1959 (グ34) 30，047 7，548 25.1 37，595 

1960 (グ35) 32，448 8，662 26.7 41， 110 

1961 (グ36) 34，933 9，304 26.6 44，237 

1962 (グ37) 35，772 8，143 22.8 43，915 

1963 (ρ38) 37，962 8，790 23.3 46，482 

1964 (グ39) 42，026 9，603 22.9 51，629 

資料 鉄鋼生手鏡
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更には，関争が一時金とのヲiかえで終結したことは，賃金総額中の一時金

の比率をこの年以来著しく高めることとなり(第14表〉この後闘争の組織さ

れにくい一時金によって賃金の上下を操作する自由を資本側に大きく許すこ

ととなった。(後述する1962年はこのような資本側の自由度増大の典型例と

なった〕

もっとも，この年の労働側!の弱さは，鉄鋼労連の欠かんのみに帰されるべ

きではなL、。たとえばこの年，総評の拠点とされる国鉄での処分反対関争と

その技折は， Iちうと、秋季闘争にたちあがろうとしていた機労，炭労，臼通，

鉄鋼労連，造船の統一行動に大きな衝撃をあたえ」これらの「労働者を政府

と独占資本の集中砲火のまえにおきざりにしてしまったJ (戦後労働運動史

4の208頁〉のであり，この年における労働運動全体の不調の影響を少から

ずこうむっていたと考えられねばならないのである O

(39) なおこの方式による統一スト権確立はこの年以来はじめられたものである。

(40) これは，その後の数北に致命的に作用したともいわれている。

(ぺ ところで， J二に見たように， 1957年秋闘における鉄鋼労連の失敗は，

これ以降の労連の運動に少からぬ影響を与えざるをえなかった。

とりわけ，前にのべたような，資本側jの新路線が1958年以降は名実ともに

軌道に乗り，労働側のこれへの対誌は遅れがちとなった。

すなわち， 1958年には，鉄鋼労連は，態勢づくりに追われて賃闘を休むこ

とにより，一時金闘争も伝統的にこれを間避する傾向に加わえて， 下昨秋賃

闘の疫労が残っていたJ (労働年鑑，大原社研， 1959年版)ために，ほと，V

ど行われなかった。

1959年は，鍋管，富士欽で，ストライキが行われたが，労連の統品闘争は

不成功(住友，神鋼批准不成立，八幡は第 1波見送り〉に終り，賃上は，資

本側の発回答」で決定された。

さらにまた，1959年から1960年にかけての安保闘争にあっては，大手組合で

は，ほとんどスト権批准が不成立と，総評傘下にあっても，最も消極的なか
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たちでの取絡みLか行われなかった。

もともと経済闘争の控折から生れたと るこの政治闘争への

は，やがて経済闘争への消極性の芽となり，これ以降1961年をのぞいてスト

ライキはほとんど、行われず¥ (1963年に抗議スト?と L寸奇妙なストが行わ

れたのみ。また1961年をのぞいてスト権批准が成立した場合も，そ

的低率であった)資本側の「一発回答の壁jは遂に今日(1967年〕ま

も破ることカ1出来なかったのである o (41) 

第15表欽鍛労連賃金闘争の結果

単佼円

大 ヲ三 大手以外

求(妥 結

1954 (昭29) 4，000 。 。
1955 (グ30) 2 ， 000~2 ， 500 1 ， OOO~ 1，550 1， 100~3 ， 300 500~600 

1956 (グ31) 2 ， 000~2 ， 500 700 1 ， 000~2 ， 300 500~1 ， 800 

1957 (グ32) 3，000 。2 ， 500~3 ， 000 。
1958 (グ33)

1959 (グ34) 2，000 500~800 2，000 900~1 ， 600 

1960 (か35) 2，000 1， 100~ 1 ，200 2，000 1 ， 400~2 ， 500 

1961 (か36) 5，000 2，500 5，000 2 ， 200~3 ， 400 

1962 (グ37) 5，000 1，800 5，000 1， 500~2 ， 600 

1963 (グ38) 5，000 700 5，000 900~2 ， 400 

1964 (グ39) 5，000 2，300 5，000 2 ， 500~4 ， 000 

資料鉄鋼生手鑑(大手以外は定昇分を含む，大手の定昇は33~39においておよ

そ700~900円〕

反田，皮肉なことに鉄鋼労連の中軸にはなかった，大手以外の労組では，

安保樹争においても，積様性を示しただけでなく， (このときのスト権批准

組合19はほとんど大手以外) i賃闘でも，大手労組の慎重な構えと異なり，

特殊鋼関係労組を中心に，いままでにないような積極的な動きがあり，交渉

の結果は，金額的にも大手各社より高いものを獲得jするに成功 (1960年〉

それ以降の年々の闘争でも大手よりもり上り (42) 賃とげも時折り大手以と

の成功をおさめて来ているのである。(第15表〕
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るに， 1955年以来行われ， 1958頃から，完全に軌道に乗っ f~ ， 鉄鋼資

本の新路線は，慨して成功をおさめ，従来のような関争のあり方から鉄鋼労

ることが，客観的に強く されることになったので、あるO

むとより，鉄鋼労連自体が，こうした要請をそれなりにとらえ，その方向

での努力が行われなかったわけではなL、。

そして，その一つの方向とも云えるものとして，アメリカ鉄鋼労組への急速

とその結果果された， IMFJC(盟際金麗労連日本協議会〉へ

の加盟をあげることが出来ょう O

すなわち，鉄鋼労連は， 1960年頃より，意識的積援的に爵際自由労連，と

りわけ全米鉄鋼労組(じ・ s.W)との接近をはかり，ほぼ年一屈の訪問交
;ヱじめた。これは訴から行きづまり傾向にあった鉄鋼労連の今後の行き

方をさぐるべく，鉄鋼労連側のヘゲモニーによって行われたものであるが，

同時に，安保以後のアメリカ政府の対日政策の戦術的転換のなかでアメリカ

1)¥IJ iJミらも積極的に推進されることとなった。そしてその経過のなかで IMF

(国際金属労連)からの日本協議会(JC)設立のよびかけ 0963年〉が行

われ，これをうけて1964年に，中立同盟系をも含めて IMF-JC設立のは

こびとなったのであるO

さきにふれた如く，こうした動きは，鉄鋼労連の従来の路線の挫折のなかか

ら生れたものであり，明らかに労連幹部の主緩としては，行きづまり打開をか

けた一罰が含まれてし、る O しかし，その場合不幸なことに，日米鉄鋼業におけ

る客観的条件の相違は，充分に考慮に入れられたとは思われず，アメリカ鉄鋼

業の臣大な独占力に依存した，u.s ・Wの戦術(たとえばパンキング戦術〉を，
秘めて安易に且経験主義的に導入しようとしたとのそしりはまぬがれ難い。

まして，労連幹部が，その行きづまり打開を，われわれがさきにみた，労

連の絶頂期にさえみられたような，自らの内面にある弱点の本格的克服の方

向に求めてL、るとはし、えず，むしろことの本費は，安易な，賃闘のミ技術導

入ミによって，問題の抜本的解決を意識的に避けようとしているとも云えな

くはないのである。
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むろん，労連幹部のこのような新しい行き方に対しては，当然のことなが

ら，労連内部でもかなりの反発が生れざるをえなかった。すなわち，たとえ

ばさきのミバンキング戦術ミは， 1961年大会で労連執行部から提案されたに

も拘らず，反発多く採決に到らず， I MF  J C加盟問題も， 1963年 9月の大

会で，八幡代表の強力な主張があったにもかかわらず，決定されず，八橋，

中山の二単組の鏑別加盟とならざるをえなかったのである O

しかし，こうした反発が一方で、存在しながら，これらの反発が，労連の今

後の行き方を，別なかたちでリードするまでにもまた至っていなL、。

要するに，鉄鋼労連全体としては，目下は，一つの停滞のなかで，新しい

方向をさぐりつつあると云え，折しも，後述するような資本側の行きづまり

をむかえて，鉄鋼労資関係そのものの転換が，飴動しつつあるというのが，

今日の現状であると云えよう O

(41) この時期の鉄鋼労連の停滞は，産業]jlj，こみた鉄鋼賃金の相対優位を動揺させ

る結巣ともなった。(第16表〕

第16奇襲 産業部門別現金給与総額
年間平均月額単位円

|鉱業|建設業l卸小売|護摩|事雪|護送喜[鉄鋼粂
1951 (自信26) 12，200 14，892 16，676 14，074 17，814 

1952 (グ27) 15，188 10，209 15，954 19，351 37，321 20，025 

1953 (グ28) 17，166 12，567 17，689 22，687 19，905 22，377 

1954 (グ29) 17，558 14，126 18，615 24，205 20，866 23，850 

1955 (か30) 18，488 14，609 17，963 25，132 21，334 26，700 

1956 (グ31) 20，221 15，904 18，703 26，651 28，854 24，425 30，720 

1ヲ57 (グ32) 23，660 17，279 19，889 28，586 30，744 25，985 33，901 

1958 (グ33) 23，796 17，994 20，138 28，885 31，897 26，285 34，368 

1959 (グ34) 24，479 19，345 21，457 30，634 33，596 28，205 37，595 

1960 (グ35) 26，250 21，213 23，139 32，191 36，178 30，006 41， 110 

1961 (グ36) 28，555 24，306 24，144 34，950 39，894 32，166 44，237 

1962 (グ37) 31，114 27，724 26，907 38，974 44，235 34，296 43，915 

1963 (I! 38) 33，858 31，636 30，592 43，222 48，588 37，717 46，482 

1964 (グ39) 51，62ヲ

資料本邦主要企業経営分析調査
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(42) 大手以外では， 1960年以降もストライキを含む資劉が行われている。

戦後日本鉄鋼業における矛盾の激化

(1) 第一章で、われわれが分析した諸要因に支えられて，戦後日本の鉄鋼生

産は未曾有の発展をとげた。それは，いわば戦後a本経済の急速な発展のー
典型であったのだが， ，鉄鋼業の発渓は，なかでも最も高かったものの

一つであったということもできょう。

ところが，鉄鋼業の発展が，かくもいちぢるしかったにもかかわらず一否

むしろ，とりわけすぐれた資本主義的発展の条件がここにあったからこそ一

新業における諸矛属の顕現も以外に平く大きく，文字通り「王者か乞食かJ

といわれるその特質を典型的に示すこととなったのである。

すなわち，他産業に比してとくに活発な生産拡大競争が行われ得る条件が

あっただけに，鉄鏑業の生産拡大はとりわけいちぢるしく，まさにその必然

的結果として，一一色市場の停滞が起るとともに，たちまち過剰生産の矛盾が

とりわけ激しいかたちで，露呈せざるを得なくなり，急速な利潤率の低下の

招来をはじめとして，カルテノレの強化，労働に対する資本の高姿勢等，成長

期の欽鋼業にあらわれた諸現象を逆転する諸事態が次々に発生することとな

ったのである。

(2) ところでこのような，諸矛盾の露呈にあたって，現実に契機となった

ものとしては， (われわれが第一章第三節で、もふれた通り)1962年以来のi内

需の停滞がまず第ーに考えられねばならなL、。

すなわち，さきの第3図によっても知られる通り w 内需関係への普通鋼材

払出は， 1962年以来，急速にその伸びが弱まり，折から生産能力i

拡大をとげていただけに鉄鋼各企業には深刻な諸課題が提起されることとな

ったのである O

いま，この普通鋼材の内需停滞の出現をやや詳細にみると次の通わ

る。(第4盟参照〉

まず， 1962年直前の，もっとも鉄鋼生産が急速に伸びた数年の期間にい
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て，なかでも伸長のいちぢるしかった，電気機器，機械産業向の払出は，

全に停滞し，若千の浮沈を経ながらも，結局1961年 12 月 ~1966年 11 月の期

間匂月別払出額l主全く伸びていないことが注目され得る。

第二に，内需関係のなかでもっとも払出額の大きい，建設向，船舶向，線

材製品用，それに近年内需としてのウェイトが高まっていた自動車向につい

て入れば，これらの需要が1962年中に大きく落ちこみ，その後若干の回復を

みながらも， 1965年末までは，ょうやく 1961年11月の水準にかえったにすぎ、

，その後， 1966年中にこれらの需要が更に伸びたことを加えても 5ヶ年

の期間にお f十る伸びの純額は，ょうやく月間24万トン程震にしか至っ ~n、な

し、ことが知ら;lLるc

要するに， 1962年以来は，欽鋼業だけに止らずラ日本資本主義全般におけ

る通乗IJ生産恐時の侵透を反映して，生産財，消費財ともに需要が伸びなや

ふ，この重みが，鉄鋼業のとにも大きな負担となり，斯業における生産過剰

を更に深刻なものと Lたのである。

もとより，今われわれが問題としている期間， 園内が不況であっただけ

に，輸出プレッシヤーが強くかかり，加えて海外市場の条件が，y芳謂ミベト

ナム景気ミをも反映して拡大の傾向にあったため，鉄鋼製品の輪出は第 4図

にみる通り未曾有の発展をとげ，これが内需の低滞を少からずカバーするこ

ととなったの

たとえば， 1962年前半内需が全面的に低下したにもかかわらず，輸出

速に伸びたため，生産はどうにか検バイを維持することを得た。(第ら関)

また， 1963年半より1964年末まで，内需が全体として横パイであったにも

かかわらず¥輸出が大きく伸びたため，生産は上昇をつづけた。

反面，輸出が年々大きくのびて来たため，海外需婆の動向が，鉄鋼生産に

与える影響は板めて大きくなり， 1965年に入ってからは，内需の若干の回復

があったにもかかわらず，輸出が低下したため，生産は逆にある程度，低下

するような事態も出現するに至ったのである。

だが，こうした事態、も，もわろん興味を惹くことながら，全体としては，
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輸出はこの期間中大きくのび，これが，あるときには生産低下をくいとめ，

あるときには生産拡大せといちぢるしくたずけることとなったことが，以上の

諸統計によって，余すところなく明らかとなったとして過言ではなかろう O

(3) ところで，以上のごとく，内需の停滞と，輸出の伸長が， 1962年以降

の5ヶ年における大まかな需要の特長であるとしても，それは，決して前者

による悶難の発生が，後者によ 4 て完全に喰い止められ得たものでないこと

が充分認識される必要がある。

すなわち，鉄鋼製品の輸出価絡は，少くとも ，iつが霞に関する摂り，画内

価格を下まわっているのであり(第6関)，輸出を主因とする生産や販売の
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件ひ;主，内需を主因とした過去のそれと比して，鉄鋼各企業の利潤本をいち

ぢるしく悪化せざるをえなたった。とりわけ先にもふれた如く，鉄鋼業にお

ける生産拡大が他にもまして大きかっただけに，より以上に不利な輸出に依

存せざるをえない要閣がつよくなり，必然的に鉄鋼業の矛IJj関率低下は司他の

よりも一層深刻なものとならざるを得なかったのであるc

すなわち，第 7留に見られる通り，鉄鋼各企業の収益率は， 1962年のき並
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第7留 使用総資本収益率
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に落ち込み，それ以来，少くとも1964年までは，ほとんど収益率の回復は起

っていない。

また，第17表に見られる如く，付加価値中に占める純利益の比率は， 1960 

k期から1962下期にかけて，製造業全体で8.5%の低下があったが，

での低下はこれよりはるかに大きく，実に18%に達したの
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戦後臼*の鉄鋼業 (亙〕

第17表付加{阪億構成比 C!J6)

人件費〈内労務費〉 金融費用 減儒償却

鉄鋼業陣造業 鉄鋼業|製造業:鉄鋼業[製造業鉄鋼製造業

お U141制44羽!山111村山1956下 23.78 14.581 13.61 

1即宇 22.40 25.4745.11((442441))453GO(4B-ID2) 11.6110.92 16.98114.34 18.87 21.29149・4954f凶 0・8 札 00此 6213.251 14.75 

1悶寺 15.32 18.2050.33((445.30i))47.11((430J35)) 17.6715.26 13.931 15.95 14.15 18.4814&・55(44・6])145.&3(39・06)118.13115.2217.221 17.18 

1959上 一一一一一
下 24.65 26.08137.91(34.89)140.77(34.78)1 13.741 12.93 12.801 16.72 

1蜘幸 25.71 27.27 31.1i((3333.373D ) 14.01 13.33 20.78 16.14 
25.18 27.09 37.28(34.3 39.21 14.64 13.61 20.85 16.34 

1961上 22.95 u?"問33.31((3333.3223) ) 14.96 13.75 22.12 18.27 一下 20.80 23.7713&.&4 39.54 16.73 14.86 20.88 18.19 

19臼 12.10 20.11143.00(39.5 40.75(34.i51) ) 19.50 16.33 22.15 19.03 
7.75 18.944543((43i.132) ) 30.52(33.8 21.37 17.49 22.95 19.49 

1963 13.66 20.6241410(1.1413) ) 3977((332.156) ) 19.91 17.01 22.25 18.99 
17.48 22.83138.89(35. 38.68(31.5 18.85 16.43 20.31 16.80 

19臼 15.24 20.06 33.30((35.05) ) 39.lSO(3l.34i) ) 19.07 16.78 20.79 18.69 
14.31 18.11 40.13(36.05 40.12(32.4 19.55 17.81 20.69 18.54 

1965上 10.2615.5043.55((3お1.909)1!4i.91((333346)) 19.161 18.40 21.20 18.62 
下 10.34115.85142.79 ・!?i・6& ・33 21. 301 18.94 19.99 18.29 

1966上116.371 18. 13140.43(36.03)i41.4&(33凶)19.291 17.66 18.72 17.26 

資料 本邦主要企業経営分析調査 (8銀〕
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合計

鉄鋼製製造業

100 

100 
100 

100 
100 

100 

100 100 
100 100 

100 100 
100 100 

100 
100 100 

100 100 
100 100 

100 100 
100 100 

100 100 
100 100 

100 100 

しかも，この純利益/付加価値比率は，鉄鋼業ではその後， 1966年上期に

至るまで，過去の水準を充分に閥復し得なかったばかりか，常に製造業平均

におけるそれを大きく下まわることとなったのであるO

もっとも，上記の諸指標は必ずしも，厳密な意、味で、の利潤率を現まっすもの

ではなL、。だが，仮に，利潤の内容を出来る限り余部っくすべきもりとし

て，純科益に金融費用と，そして減価償却の一部を含むとしても，

るそれらの付加価値中に占める比率の怨下け]は製造業平均におけるより

も大きくべ純利益十金融費用十減価償却/付加価値比率は， 1960上~1962下

にかけて，鉄鋼業については， 60.50%~51. 97% ，製造業平均については，

56. 74%~日.92%の低下であった)その後も，鉄鋼業における比率が，製造

業平均のそれより，概ねfまいことが知られるのであり，鉄鋼業における科潟

率低下の矛屑が，とりわけ，厳しいものあっただろうことが充分にうかがわ
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れるのである O

(4) あらためて言うまでもなく，上に見たような鉄鋼業における恐慌の深

刻化は，さまざまな聞で，鉄鋼業界に波乱を呼ぶことにならざるを得なかっ

た。

，それまで，月々の業界日誌をにぎわしていた設備新設は，少くと

も， 1961年12月以来， 1962年末までは，ごく一部の例外をのぞいて，行われ

なくなり，少からぬ計画(例えば八爆の堺第 1高炉など〉は繰りのべられる

こととなっ7こO

まずこ， 1962年初頭より，粗鋼減産が業界主脳によって確認され 3月には

鉄鋼連盟市況対策委員会による減産監視委員会の設置 7月には高炉10社の

平炉37基に対する初の封印処置， 9月には減産処置の強化， (粗鋼25%，厚

板40%)， 12月には不況カルテノレ 請にまで立ち至ることとなったo

しかも，こうしたカルテル行為は， ，通産省の積極的な協力(減産巾

の示狩， t減産 の下に進められ，公取委もこれらを黙認するばかり

でなく‘不況カルテル申請もたちどころに認可されることとなったのであ

るc

更に又，このような急激な不況に対する業界の対処は，減護処置だけで

は，完全を期すことは出来ず，設備投資の意識的圧縮への業界首踏の方向確

認(2月高炉 8社社長会)から，遂に公販基準価格の大巾引下げ， (6月，

薄板3、000円，厚中板2，000円，その他 1句000円〉までが余儀なくされること

になったのである。

矢次平に打たれた，これらの諸処置は，恐慌の急速な深刻化によって，必

然的己主れたものであるが.業界における，過当競争の基調は依然、として変

らなかった。

それ故，需要がいくらか回復するや(しかもその主閤は先に見た担く，相

対的に不利な輸出であった)，設備の新設競争は， 1963年に入って再び活発

化し，不況カルテノレのやや名包化した継続のなかで，生産能力の拡大が再び

急速化することになり，矛盾は，滞在的には，却って一層激化されることと
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なったのである。

もっとも，先にも指摘した知く，利潤率の回復自体は，なおかんばしくな

く，それに対する対処は依然、として必要とされた。そして，まさにこのよう

な状況のなかで，企業合間や対労働高姿勢等の新方向がし、よいよ具体的に問

題とされるに三さったのである。

， 1963年末より 1964年にかけて，戦後鉄鋼業においては，最も大

きい企業合同の集中期があらわれ，この過程で，三菱製鋼，三菱鋼材の合併

(63年11月調印， 64年2月三菱製鋼として新会社発足)，大関製鋼，関東製

錦の合併 (63年12月双方確認， 64年 7月発表)，東部製鋼，車輪工業，東部

造機，東部鉄構4社合併 (64年 7月トピー工業として発足)，神戸製鋼，尼

崎製鉄の合併 (64年7月世銀承認取付 9月調印〕等の諸合同が文字通り栴

次いで行われることとなったのであるc

鉄鋼各企業は，臨時工整理，帰休常IJ採用，労働時間延長，賃上げ

ストグフ。 ，搾取強化の諸処寵によって，当面の利j問率回復の確保を

はからざるを得なくなったのである O

だが，このような語処置にもかかわらず，肝じんの需要の伸びは，必ずし

も思わしくなく，とりわけ1965年に入って，輸出の伸びなやみを契機とする

ち込みに再び見舞われることにより，矛盾は帯び激化，設備投資の

再度の休止，減産処寵の再決定 (65年 6月，冷延薄板 1割減産等〉をはじめ

として，遂にかのぼ延設備投資2年間休戦協定 (65年7月〉が取り結ばれる

までに至ったのである O

とニるが，周知の通り，かかる設備休戦協定は， ，資本の本質にかな

うものでなく，たちまち二番大手3社(鍋管，住友，川鉄〉のこうかつな違

よって乱され，減産処置も， 1966年来の，わずかの需要回復を見る

や，こちまち，もろくもくくずれ去ることとなったのであるO

(5) 以上，われわれ￥主， 1962年来の鉄鋼業における諸矛盾の激化とそのな

かにーおける，戦後かつてあまり見られなかった新事態の連続的発生を要約的

に見て来fニ。当然のことながら，これら ，極めてフレッシユなニ
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とがらであり，われわれの記憶になお生々しいものがある。それだけに，今

これらの過程を，充分に泊化し，そのなかから今後の鉄鋼業の方向を打診す

ることは，極めて重要な課題であるとは替え，なお多くの困難を伴わざるを

得なし、。

しかし，一応，筆者として最大限にこれらの課題に答える努力を払うべき

出発点として，今日の段階の鉄鋼業に起りつつある問題から将来の打診にと

って必要と考えられるいくつかの

側面を，最後に一つの課題として

提起しておくことにしたい。

第一に，今日のわが鉄鋼業力、し

ますます世界経済との連けいを深

めつつあることであるO 不況下に

る輸出一一ーとりわけ対米輸出

(第8間参照)ーの増大は，さき

に見た如く，鉄鋼需要における海

外のウェイトを今までになく引き

上げているのであり，世界資本主

義の展望の正確な分析が，日本鉄

鋼業の将来を打診する上にもます

ます重要となりつつあるといって

よいであろう O

第二に，鉄鋼業に対する内需の

停滞のなかから，海外市場に対す

る追究が強まっ-n、ると同様の意、

第8図 地域思IJ鉄鋼輸出
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味で，軍需に対する鉄鋼資本の追

究が，戦後はじめて問題とされるべき局面に来ているということにめ心c

すでに，最近における輸出の増大自体が，ベトナム戦に負うところ大であ

ることは も自認してはばからず〈拘，その好戦性が徐々にあからさま
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になりつつあることは注目されねばならないところである。

=:. ~'-，欽鋼業における矛盾の激化のなかから資本関係に新たな変化が起

りつつあることであり，これが結晶どの方向に向うかが今後の重大な関心と

ならざるをえなL、。

この場合，具体的には企業合同がこの段簡でどこまで進みうるかというこ

とが問題となるが，これには今後の恐慌(それは世界資本主義恐慌との関連

で考えられねばならないが)の展開と，われわれが第一主主にみたような，鉄

鋼業発渓期における資本関係の複雑なからみ合いの形成が重要な決め手とな

ると考えられ，その辺のー摺の分析が重要となろう O

しかし，資本関係の今後以上にわれわれが関心をもたざるをえないのは，

資本~労働関係の今後である。

特に，今日，資本の行きづまりとともに，労働側の行きづまりも，また鉄

鏑労連を中心として起りつつあるのであり，このなかから如何なる鉄鋼労働

運動が生まれて来るかは，日本鉄鋼業と日本資本主義の将来にとってきわめ

て重要な意義をもつものとなるであろうと言ってもよいのではなかろうか。

(43) 稲山「…-また一方においては，ベトナム戦争の影響から輸出が非常に拡大

したなどに支えられて，まあお互いが破産するようなこともなく，昨年の下半期から

ようやく回復に向ったわけで、す。……J

永野「私は，今年の大きな課題として，景気がどうなるかということは，ベトナム

問題の帰結が非常に大きな影響を持つものと思います。……しかし混在の時点では

アメリカはベトナムに対して腹を決めて掛るとLづ態度を示していて，非常に大量の

設備や大量の武器をつくっているので，そのために，アメリカの一般民需のほうにそ

うした工業製品が回りかねていること，もう一つはアジアの問題なのだから，アジア

の長兄である日本人の感情も考慮に入れて物を貸付けるようにじといる O …...J 

(鉄鋼界 1967王手1月号 と年頭座談会ミより〉

む ず (f 

以上で，戦後日本鉄鋼業に関する筆者の分析は，一応終る O
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しかし，なおのこされた課題は少くなし、。

たとえば， ，鉄鋼大手と中小の間の系列関係とその変遷の問題をほ

とんど取り扱わなかった。

また，日本鉄鋼業の今後の問題につし、ては， の若干の提出以上には出

られなかった。

これらは，すべて筆者自身にとっても今後の諜題となるものであるが，用

時にこうした課題の解決には，日本鉄鋼業以外の分析も一層必要となる。日

本資本主義と位界資本主義のー震綜合的な分析に負いながら，

つづけfニL、所以であるO

も努力を

(追加訂正)16巻4号， 141]{二行自「第11表jとあるを.第10表(B)とあらため.

次表を追加。

第10表(B) 上佼五大株主持株比率(が)

1936 1942 1953 1958 1964 

(白八木幡製製鉄鉄) 
89.8516 64.0 11.0 6.9 10.5 

日本鋼管 24'8 25.6 7.8 10.2 10.8 

注友金属 23，7 45.2 14.5 15.5 28.1 

川崎製鉄 31.8 26.1 6.5 10.6 15.0 

神戸製鋼 16.5 20.9 13.4 14.0 10.3 

中山製鋼 44.8 12.0 15.8 17.2 

者嬬製鋼 79.2 28.3 52.5 53.6 
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